
AWS のサーバーレス機能を用いて
5,000 店舗 × 7 万アイテムの大量データを処理する
POS データ集中処理システムと BI 環境を構築
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株式会社大創産業

社内システムを内製化し
マイクロサービス化にシフト

文具、コスメ、食器、生活グッズなどのオリ
ジナル商品を開発し、全国の『ダイソー』で
販売するDAISO。現在、国内で 3,278店舗、
海外でも 26 の国と地域で 1,992 店舗を
展開しています。取扱商品は約 70,000 種
類。毎月約 800種類の新商品が開発されて
います。（2018 年 3 月現在）
DAISOでは、2012 年からシステムを内製化
するとともにマイクロサービス化する方針
に切り替えました。「従来のシステム開発は、
外部のベンダー任せで、詳細まで把握しき
れない状況でした。また、これまでの大規模
なシステムは変更による影響範囲が多く、
改修にはコストと時間がかかります。そこ
で、小さいシステムを作って疎結合し、変化
に強い環境を作ることにしました。」と語る
のは情報システム部システム開発 1 課 課長
の丸本健二郎氏です。
インフラ環境はオンプレミスからクラウド
へと舵を切る方針を掲げ、2013 年に AWS
を採用して発注システムを構築しました。
2014 年には Amazon Redshift を用いて
自動発注システムを構築。そして、次のス
テップとしてサーバーレス化にチャレンジ
しました。商品管理システムの一部を AWS
Lambda で構築し、その後にグローバル店
舗の POS データ集中処理システムをサー
バーレスで実装することにしました。
「年々増えていく POS データに対して、オ
ンプレミス環境では容易にスケールアウト
ができず、ユーザーからパフォーマンスの

強化を迫られていました。そこでスケール
アウト型サービスのラインアップが豊富な
AWS を採用し、インフラ管理を軽減できる
サーバーレス/マネージド環境を構築する
ことを決めました。」（丸本氏）

POS データ集中処理システムを
AWS Lambda で実装

POS データ集中処理システムの構築は  
2017 年 8 月より開始し、2018 年 3月に
パイロット店舗で稼働しました。各店舗か
らあがってくる約 70,000 点の商品の売上
データを処理しています。
「AWS のソリューションアーキテクトに構
成に関するアドバイスを逐次いただきなが
ら、オンプレミスの品質を超えるシステム
を構築することができました。業務面まで
踏み込み、将来のビジネスを想定したアド
バイスがいただけたことは非常に助かりま
した。打ち合わせは広島と東京とのリモー
トでのやり取りが中心ですが、リアクショ
ンもスピーディーで開発はスムーズに進み
ました。」（丸本氏）
新システムでは、膨大な件数の POS データ
が集中しても、イベントごとにスケーラブ
ルにリソースが提供されるため、ピーク時
間に左右されることなく安定した処理が実
現しています。従来環境では 2 年分のデー
タしか保持できなかったものが、Amazon
S3 を使うことによって長期保管が実現。グ
ローバル拠点のデータと合わせて需要と供
給の予測が可能になったことは、グローバ
ル展開を推進する同社にとって大きなビジ

ネスインパクトとなりました。
インフラ面では管理作業の労力が約 90％、
アプリケーション実装労力も約20％削減さ
れました。セキュリティ対策についても自
社での対応が不要となり、安心してビジネ
スに集中できるようになったといいます。
また、サーバーレス化は、開発メンバーのモ
チベーション向上にも効果をもたらしまし
た。「エンジニアのキャリア形成のために、
最新の技術に挑戦してスキルを磨きたいと
いう意欲が高まっています。また、こうした
取り組みがメディアなどに紹介されること
で、当社のような地方都市にある企業でも
優秀な人材が集まるようになっています。」
と丸本氏は語ります。

セッション単位の従量課金に対応した
Amazon QuickSight で BI 環境を構築

次のステップでサーバーレス化に取り組ん
だのがバイヤー向けBIツールです。バイ
ヤーの情報活用を強化するため同社はイン
メモリー型 BI ツールのQlikViewを利用し
ていましたが、同社の店舗在庫データのサ
イズが大きく、データベースに必要な期間
分のデータを入れることができません。分
析に必要な欠品、返品、不良品などのデータ
も持てず、バイヤーからは改善要望が寄せ
られていたといいます。
そこで代替となる BI ツールの検討を開始。
当初、Tableauを前提にPoCを進めていたと
ころ、サーバーレスの BI ツール Amazon
QuickSight が東京リージョンでローンチさ
れました。丸本氏は AWSのイベントで実際
に触れ、十分な手応えを感じ、Amazon
QuickSightを採用することを決断しました。
「決め手は、2018年5月より Amazon Quick-
Sight の料金体系がセッション単位の従量
課金に変更されたことです。A m a z o n
QuickSight には、ライセンス形態が管理者
やヘビーユーザー向けの Author とライト
ユーザー向けの Reader の 2 種類があり、
Reader ライセンスであれば 1 ヶ月に一度
も利用しなければ課金は発生しません。コ
ストメリットが高く、契約の段階から利用

者数を制限する必要がないことから採用を
決めました。」（丸本氏）

年間で約 1,600 万円の
ランニングコストを削減

Amazon QuickSightの検討開始からはわず
か 2 ヶ月ローンチしました。現在は Amazon
S3 に保存された POS データをもとに、フ
ルマネージド/サーバーレスな ETL サービ
ス AWS Glue で ETL を実行し、SQL クエ
リーの  Amazon Athenaと Amazon Quick-
Sightでデータを参照しています。
「店舗、地域の 2 つを軸に、日、週、月の単位
で売上高、販売数、店舗在庫、倉庫在庫の推
移をアイテムごとに参照しています。利用
しているバイヤーからは、今まで見られな
かったデータも新たに参照できるように
なったという声が届いています。」（丸本氏）
従来は店舗在庫のデータ保持期間が 1 日
に制限され、現場では 毎日、在庫データを
CSV 形式で出力しておき、 1 週間分のレ
ポートを作成していました。A m a zo n  
QuickSight ではデータ保持期間が 2 年間
に延び、現在は週次のレポートも、Amazon 
QuickSight 上からすぐに出力ができるた
め、レポート作成時間の削減につながって
いるといいます。
ランニングコストもTableauと比べて大幅
に削減。サーバー構成を含めると、「月に
130 万円以上、年間で 1,600 万円近くの低
減効果がある」と丸本氏は試算しています。
今後は Amazon QuickSight のユーザーを
本社の社員全員（約200名）まで拡大し、ゆ
くゆくは店舗（約5,000店舗）にも展開し
て、店舗の特徴に応じて店長の判断を支援
していくことを見据えています。さらに分
析力の高度化に向けて、機械学習プラット
フォームの Amazon SageMaker にも注目
しており、『ダイソー AI』の実現を目指して
います。「AIを使ってどんなビジネスができ
るか。まずは PoC を実施して、経営層に提
案していきます。そのためにもAWSには引
き続き最新の情報提供と支援を期待してい
ます。」と丸本氏は語ります。

100円ショップ『ダイソー』を国内外で展開する株式会社大創産業（以下、DAISO）は、
マイクロサービス化、サーバーレス化をコンセプトにシステムの内製化に取り組んでい
ます。今回、5,000店舗以上、70,000点以上の商品アイテムを管理する POS システ
ムの更改にあたり、サーバーレスアーキテクチャのAWS Lambdaを採用し、スケール
アウト型のシステムを構築しました。その後も、バイヤー向け BI ツールを Amazon 
QuickSight や Amazon Athena を用いてリプレース。セッション単位の従量課金に
より、ユーザー数を増やしながらもランニングコストの削減を実現しました。

ご利用中の主なサービス
＜POS データ集中処理システム＞
●  AWS Lambda ●  AWS Cloud9
●  Amazon DynamoDB
●  AWS CloudFormation
●  Amazon S3 ●  Amazon Cloudwatch
●  Amazon API Gateway
●  Amazon SQS ●  Amazon SNS

＜バイヤー向け BI＞
●  Amazon QuickSight
●  Amazon Athena ●  AWS Glue
●  AWS Lambda ●  Amazon S3
●  AWS Cloud9 ●  AWS CloudFormation
●  Amazon CloudWatch ●  AWS Step Functions

ビジネスの課題
●  ベンダー依存の大型システムからマイク
ロサービスへのシフト

●  内製化による変化に強いシステムの実現
●  インフラ管理の労力をなくし、ビジネス
に注力

AWSを選択した理由
●  クラウドサービスとしての実績、安定性
の高さ

●  スケールアウト型サービスのラインアッ
プの豊富さ

●  インフラ管理を軽減できるサーバーレス/

マネージド環境

AWS導入後の効果と今後の展開
●   スケールアウトの実現、スケールアウト
の自動化

●  オンプレミスの品質を超えるシステムの実現
●  インフラ管理作業の労力を 90％ 削減、
アプリケーション実装労力を 20％ 削減

●  管理を軽減できるサーバーレス/マネージド
環境を検討開始から 2 ヶ月で、Amazon

QuickSightを使った BI 環境をローンチ
● BI ツールのランニングコスト（年間約

1,600 万円）の低減
●  店舗在庫のデータ保持期間の長期化に
よる業務効率化

●  Amazon QuickSightのユーザーを本社
バイヤー 35 名から本社社員（約 200

名）、店舗（約 5,000 店舗）に拡大
●  機械学習プラットフォーム Amazon Sage-

Maker を使った『ダイソー AI』の実現
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カスタマープロフィール

株式会社大創産業
●  設立年月日： 1977 年 12 月
●  資本金： 27 億円
●  売上高： 4,548 億円（2018 年 3 月現
在）

●  従業員数： 21,185 名（2018 年 3 月）
● 事業内容： 100 円ショップ『ダイソー』
のチェーン展開

株式会社大創産業
情報システム部
システム開発1課
課長

丸本 健二郎 氏


